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1 地方分権改革推進会議「事務・事業の在り方に関する中間報告－自主・自立の地域社会をめざして－」2002 年6月 17
日。括弧内は引用者。
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2 2012 年2月 17 日閣議決定。
3 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法
律」、2012 年8月 10 日成立。
4 消費税率・地方消費税率計8％への引き上げ（2014 年4月）、および 10％への引き上げ（2015 年 10 月予定、結果的に
2019 年 10 月まで延期）において、地方消費税率をそれぞれ 1.7％、2.2％とすること、消費税にかかる地方交付税率をそれ
ぞれ 22.3％、19.5％とすることが最終的に合意された。
5 地方六団体「地方単独事業の整理にあたって」2011 年 11 月 17 日、および「社会保障・税一体改革の方向性について」
2011 年 12 月 12 日。
6 「地方自らの行財政改革に向けて」平成 29 年第7回経済諮問会議（2017 年5月 11 日）、有識者議員提出資料。
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12 「日本再生に向けた緊急経済対策について」2013 年1月 11 日、閣議決定。
13 地域活性化関連の国庫支出金の動向については、拙稿（2018）「地方創生戦略における国と地方の財政関係」『金沢大学経
済論集』第 39 巻第1号、29-56 頁参照。
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